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 論文内容の要旨
 匿研究の背景濯
 科学や技術は人類の福祉に貢献するものとして発展してきた、と考える人々は少なくない。古く
 はF.ベーコンやフランス啓蒙思想家たちにはじまり、20世紀初頭のフランスの科学者や第2次大
 戦下にファシズムと闘った科学者たち、戦後の日本の多くの科学者たちの中にもそうした考えをも
 った人たちがいたものである。しかし、第1次大戦から今日までを見ると、生物化学兵器の出現、
 原爆投下、核兵器開発、薬害、公害、オゾン層の破壊、地球温暖化、環境破壊、環境攪乱物質の増
 大といった具合に、人類の福祉とは異なり、それとは逆の結果を科学や技術がもたらしているので
 はないかと考える見方も少なくない。したがって、近年ではこうした状況を科学や技術が本質的に
 もつ負の側面と考える人たちも少なくない。しかし、一方では科学や技術は両刃の剣で用い方によ
 って善にも悪にもなるという古くからの考え方に立つ人も少なくない。
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7 われわれは、科学や技術が人類の福祉に貢献してくれることを期待したいものであるが、科学技
 術や学術研究が国家や資本との結びつきを強めた20世紀初頭から、そして科学技術政策として国家
 の枢要な政策に組み込まれた現在ではなおのこと、研究活動とその展開は、政治や経済などの問題
 とは無縁ではなくなってしまった。今や、自然科学や学術の自主・自律的な展開は許されず、政治
 的諸関係の中で一国の科学や技術に関する方向性が決められている観さえある。さらにそれは、国
 際的政治情勢と無関係ではなく、一国だけの自由で自主的な研究活動が展開できない状況が少なく
 ない。r科学は両刃の剣」といってすましてはいられない厳しい現実がここにはある。また、従来
 の科学論論争で取りざたされてきた科学観では不十分な状況も生まれてきている。このような事態
 をまずしっかりと認識するところがらはじめられなければならない。
 そこで、この問題について本論文では、韓国の科学技術政策とその体制を歴史的に検討すること
 から考察を行なう。
 ζ問題意識】
 第2次大戦以降、冷戦期における国際政治の方向性がトルーマンドクトリン(1947年)によって
 決められたともいわれるが、韓国はその国際政治の方向性に強い影響を与えた朝鮮戦争を経験した
 し、また朝鮮半島はポスト冷戦期の今日においても緊迫状況が完全に取り除かれていない地域であ
 る。そのため、いわゆる農業国から工業国に変貌してゆく過程のなかで、韓国の経済政策の枢要な
 位置を占めていた科学技術政策が、経済政策だけではなく、防衛政策の一一環に組み込まれていたと
 考えることができる。したがって、第2次大戦以降アメリカの世界戦略の下で防衛政策と同様に科
 学技術政策も自立的ではなかったといえよう。しかし、アメリカの世界戦略の下で種々の外交圧力
 を受けながらも、ig50年代韓国においてはアメリカの意図とは裏腹に韓国で原爆を製造しようとす
 る「自己主張」が行われ、その点では日本とは異なる政策が展開されていたことも注意されてよい。
 韓国の工業化は、日本をモデルとして推進された近代化の成功事例であるという側面をもってい
 る。根強い日本に対する反感があったにもかかわらず、韓国政府は今日に至るまで、日本の経済・
 産業・通商政策の強い持続的な影響を受けてきている。一例として、韓国の政府にかかわりの深い
 諸機関の多くが日本にも存在しているのである。
 したがって、冷戦期韓国における科学技術政策の展開を歴史的に検討するにあたっては、韓日米
 三国の動静に留意する必要があると考える。特に、韓国が軍事研究を是として展開してきたことに
 注目しておきたい。
 ζ論文の目的と先行研究】
 本論文の目的は、本来科学技術政策が広い分野の学問から成り立つものでありながらも韓国の場
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7 合は日米の影響のもとで技術開発に主眼が置かれてきたことに注目し、日米両国の影響が韓国の科
 学技術政策の展開にいかにかかわっていたのかを歴史的に探り、その特徴を明らかにし、韓国の科
 学技術政策が抱えている課題の抽出を試み今後の政策立案への展望に資することにある。
 韓国での科学技術政策の展開について論じられている代表的先行研究としては、まず、全相根の
 「合著釧叫脅フ1金碧理;唇型製魁科91春望(韓国の科学技術政策;政策立案者の証言)』(正字社、
 1982)がある。これは本格的な研究書とはいえないものの、技術管理局(1962)、韓国科学技術研
 究所(KIST/1966)などの設立に参与した政策立案者の経験をもとに書かれた比較的内容の充実し
 たものである。また、韓国の科学技術体制や人材育成政策などを1990年代半ばまで時代別にまとめ
 たKim-YoungWoo他r含馨[叫軒フ1會想到50■9響天降1(韓国科学技術政策50年の足跡)』(科学
 技術政策研究所、1997)もあげられる。しかしながら、これらの先行研究は、韓日米三国関係を探
 りながら、韓国の科学技術政策の展開を歴史的に研究したものではない。
 第二次大戦以降、アメリカは西欧諸国をアメリカの核の傘の下に置き、英仏などの植民地であっ
 た中東地域においては独立運動を支持しながら、独立した諸国を世界自由市場(アメリカの資源地
 ・市場)に組み入れた。東北アジアの場合は日本がソ速・中国に対抗するアメリカの最も信頼でき
 るパートナーとなり、韓国もアメリカの忠実なパートナーにならねばならなかった。このような国
 際政治の流れの中で、工業化による経済発展を成し遂げようとした韓国の経済・科学技術政策は日
 米両国の援助や協力なしには実行できない状況下にあったと考えられることから、韓国における科
 学技術政策を歴史的に検討するにあたって韓国内のみにおける科学技術政策の展開を論じた上記の
 先行研究は実証的な研究として十分ではないと考える。
 以上のように、韓国の科学技術政策を国際諸関係から論じた先行研究は皆無であり、国際諸関係
 からの分析視覚で韓国の科学技術政策の歴史的特徴を抽出することによってはじめて、韓国の科学
 技術政策が抱えている課題や今後の政策立案に資することが可能になると考える。
 匡論文の構成と内容麹
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 図1研究の対象と本論文の構成(冷戦期を中心に)
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 第1章序章
 第1章では、研究の背景と目的を明確にするとともに、韓日米三国の科学技術政策の特質を概観
 し、20世紀後半における科学技術政策が持つ意味を整理・検討した。20世紀後半に登場してきた科
 学技術政策は、軍事研究や経済発展に役立てるための政策であり、それは産業政策、経済政策に過
 ぎず、必ずしも人類の福祉に貢献する科学そのものの発展のためのものではなかった。本論文では、
 このことを冷戦期の韓国を事例に考察した。科学技術政策を考察するには、自然科学・工学・技術
 から経済・政治まで、非常に広い範囲を考察しなければならないが、冷戦期における韓国の特殊な
 状況に鑑みて、韓国の科学技術政策を歴史的に考察するにあたっては、まず、韓国に多大な影響を及
 ぼしてきた日米両国との国際的・政治的諸関係をより明らかにしておく必要があることを論じた。
 第2章韓日米三国の関係
 第2章では、韓国の国際政治的側面を考察したが、韓日米三国の関係に留意することの意味を述
 べ、韓日米間の相互作用に関して歴史的に概観した。まず、韓米関係を検討したが、朝鮮戦争後、
 アメリカは韓国の安保を世界の安保とみなし、共産主義圏と対立するアメリカの同盟諸国に韓国を
 一つのモデルケースとしてとりあげ、韓国安保に重点を置いてきた。つまり、アメリカの世界戦略
 の一一環として、地政学的な側面において朝鮮半島のその重要性が以前より高まったということであ
 り、朝鮮半島はアメリカの利害得失の対象となったことを論じた。朝鮮戦争を契機としたアメリカ
 の韓国への軍事的介入や、韓国の重要な戦略的位置などによってアメリカの対韓政策が決定されて
 きたと主張し、アメリカは過去約60年間、韓国の安保と安定に重大な国家利益を保持し続けてきて
 いると指摘した。
 次に、韓国関係であるが、朴正煕政権期では、韓日国交正常化の交渉が進展し、日本から提供さ
 れた有償・無償をあわせた5億ドルの請求権資金が韓国政府の第2次経済開発5カ年計画の主要な
 財源として使用され、韓国の経済発展に果たした役割は決して小さくないと指摘した。1980年に登
 場する全斗換政権期でも、軍事革命の正当性を確保するために軍事政権の命運をかけて経済の活性
 化を推進した朴正煕政権と同じく、日本の外資を求める政策が推進されたと述べた。つまり、全斗
 換政権は1980年度の不景気から経済を活性化させる一一つの手段として日本からの外資借款を利用
 し、全斗換政権の信頼を固めようとしたと論じた。これは、韓国が原材料をはじめ中間財、資本財
 を日本からの輸入に依存する形で経済成長することとなり、韓国の科学技術政策の性格に多大な影
 響を及ぼす一つの要因になったと指摘した。
 第3章韓国における経済成長の歴史的検討
 第3章では、韓国経済の特性を分析し、これまで等閑視されてきた1945年から1960年の時期を考
 察した」一二で1960年代以後の韓国の高度経済成長とどう関わるのかについて検証した。そして韓日米
 三国間の相互的な関係の視点から、冷戦期(1960年代から1980年代)における韓国の経済発展の過
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 程とその問題点を検討した。
 韓国の輸出指向型経済発展は資本と貿易面で構造的に大きく日米に依存することによって達成さ
 れたと述べた。また、1980年代初頭における韓国経済の沈滞現象が、円高現象によるウォン安そし
 て石油安と金利安といった三低景気を背景として活性化を見せたことを示した。これは、当時の韓
 国政府が進めた経済安定化及び自律化政策を通じてではなく、韓日米三国のr産業内分業」を媒介
 とする三国間の貿易構造にその要因があったと指摘した。1970～80年代に限らず、韓国の主な輸出
 産業が資本財と中間財の大半を日本から調達しなければならない貿易構造を持っていたため、依然
 として対日貿易収支の赤字が続いていることはよく知られることである。元韓国産業銀行総裁
 でヒョンフ
 李燗九は1990年代初頭に「借款亡国論は杞憂に終わった」と述べたが、これについては、韓国経済
 の、三低景気からの好転などを見るばかりで、外資による日米依存型経済発展の過程を見落として
 いると指摘した。
 第4章韓国の科学技術体制の成立過程
 第4章では、韓国における近代化の意味についての考察を行い、韓国の科学技術政策やその体制
 が創り上げられる経緯を検討し、その特質を明らかにした。
 まず、1950年代の原子力院の設立についてであるが、アメリカの世界戦略の一環として、韓米原
 子力協定が結ばれることになったことも指摘した。アメリカにおける原子力開発では、産学軍複合
 体が形成され、ビッグサイエンス、ピックテクノロジーの典型として展開してきた。そういうものの
 一部分を他の国に移し込もうとする時に似たような行政組織と産業組織をアメリカ側が要請するの
 も当然なことである。そういう特性に引っ張られながらアメリカの原子力開発と行政が各国の科学
 研究や技術開発の体制の手本になったと論じた。当時の原子力院は韓国における科学技術体制のプ
 ロトタイプとして捉えることが可能である。アメリカで、第2次大戦中に急速に形成された産学軍
 複合体の組織が、大戦後の科学技術体制のモデルとなり、各国に輸出されていったことを指摘した。
 次に、韓国における近代化の意味をとりあげ、韓国の科学技術体制が立ち上がる過程を検討した。
 韓国における科学技術行政部署の新設は、科学技術行政の緻密な計画から誕生したわけではなく、科
 学技術の進展というよりは工業化による経済成長戦略の必要から登場してきたことを明らかにした。
 第5章韓国科学技術研究所(KIST)の成立とその役割
 第5章では、韓国において本格的な研究開発を遂行するための最初の総合的な研究所である韓国
 科学技術研究所(KIST)を取り上げ、KISTが受けたアメリカからの影響を検討することを通し
 て、韓国の科学技術政策の特質を抽出した。
 非営利団体であるKISTは、韓国の経済政策および科学技術政策を実現させるために、欠かす
 ことができない研究機関であったことは明らかである。このことは、同じく非営利団体である大学
 や国公立研究所における応用研究が、企業化され利益を生むかどうかに関わらず、広く社会的利益
 一一89
 の増進を目指して行われることとは対照的である点を指摘した。つまり、KISTの目指した応用研
 究は企業化のための、また利益を生むための研究であり、それは韓国における経済政策の根幹の一一
 部をなしており、ここに韓国の科学技術政策の特質が現れていることを論じた。極論するなら、韓
 国の科学技術政策は経済政策の■…環としての技術開発政策にほかならず、自然科学の発展や基礎科
 学研究のための政策ではなかったことを示した。
 第6章韓国における理工系教育の特質
 第6章では、韓国が成し遂げた急激な経済成長の要因を資本やモノの動きではなく、資本やモノ
 を動かす人材、とりわけ理工系人材の戦略的な育成過程とその過程で多大な役割を果たした韓国人
 の日本やアメリカヘの留学を中心に検討した。
 まず、韓日両国における理工系ブームの特徴を、韓国の理工系教育に照らし合わせながら、両国
 の高度経済成長期(1960～70年代)を中心に述べた。韓国は欧米の科学技術を受容しようとしたが、
 日本の植民地下で間接的に受け入れたため、韓国人理丁系人材の養成は容易ではなかった。一一方、
 日本は韓国と比べて長年理工系人材の養成は比較的着実に行われた。そのため、工業化による高度
 経済成・長を目指して1960～70年代両国でひきおこされた理工系ブームには両国の産業構造にあわせ
 る形で学生増員政策がとられ、韓国ではいわば短大レベル中心、日本では大卒中心というr理工系
 ブーム」の特徴が現れたと指摘した。
 次に、韓国の高等教育の特質をアメリカとのかかわりでみた。韓国の教育制度改善、経済・社会
 発展に果たしたアメリカ留学経験者の役割は少なくない。韓国の大学は教授陣の大半がアメリカ留
 学経験者で構成され、これらの影響を強く受け、最近になっても博一L課程の空洞化現象、アメリカ
 早期留学ブームが収まらないいわゆるアメリカ化の起源について論じた。またこのことが韓国の高
 等教育制度の自立化、自主的展開を疎外していると指摘した。
 本来留学とは多様な国々の学生が豊かに相互交流するものである。したがって、韓国の留学制度
 がアメリカに偏ってきたことは問題無しとしない。これは、多くの開発途■ヒ国の場合もよく見かけ
 られる問題であり、…国の教育体制を総合的・多様な形で位置づけていく留学制度がとられるべき
 であると主張した。また、工業化による経済成長の根幹となる理工系人材の育成政策及び留学政策
 の裏には教育政策のゆがみが生じたことを示した。
 第7章韓国の産業政策の形成と鉄鋼産業の創出
 第7章では、韓国における一一貫製鉄所建設計画の変遷過程を、r浦項製鉄20年史』などが見逃し
 た点を中心に再検討し、韓国鉄鋼産業の成功の源を探ってみた。それと同時に、鉄鋼産業の事例を
 通して韓国産業政策の形成過程を日米両国のかかわりと照らし合わせながら検証した。
 文書上の計画段階を経て19嗣年12月に確定されたr鉄鋼工業育成総合計画」は以前の試行錯誤を
 土台に借款および先進技術導入を通じて一貫製鉄所建設に考慮すべき様々な条件を検討する過程で
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 立てられたものであった。しかし、最適技術に関して十分な技術的理解がなく経験不足などから大
 きな限界があったと指摘した。この計画によって設立された仁川製鉄の不安定な操業、そして閉鎖
 に至る一一・連の過程は、当時の韓国政府が鉄鋼産業政策を樹立するにあたって非常に未熟な対応をし
 たことを如実にあらわしていると論じた。しかしこの過程は、試行錯誤を通して産官学ともに鉄鋼
 産業をr学習する」過程であり、また韓国の鉄鋼産業政策が形成されていく過程でもあった。1968
 年4月の浦項総合製鉄(ポスコ)設立から1970年1月のr鉄鋼工業育成法」制定、1970年4月のポ
 スコ1期事業着工、そして1973年6月の1期事業完了に至るポスコ建設過程は、かつて仁川製鉄と
 K亙SA計画から学んだ教訓が韓国の鉄鋼産業政策に活かされたと指摘した。またこの過程は先進国
 や世銀のご都合主義に韓国の鉄鋼産業政策が引きずりまわされた10年間でもあった。要するに、先
 進国側は自国の利益を求めるのが優先であり、韓国の鉄鋼産業の自立や自主的な発展には無関心だ
 ったことを示した。そして韓日米三国の関係性と日米の自国利益優先が、韓国の鉄鋼産業に米日に
 頼らざるを得ない自立できない構造を内包させたと指摘した。
 第8章韓国の防衛産業政策と科学技術政策
 第8章では、冷戦期における韓国の防衛産業政策の展開について、アメリカの対韓戦略の変化、
 防衛技術の優先政策などを中心に考察し、その防衛産業政策の展開がもたらした科学技術政策や産
 業技術への影響およびその特質を明らかにした。
 まず、維新体制のことであるが、これは、韓国政府が朝鮮半島における国際情勢の重大な変化に
 起因する安全保障上の危機に対処しつつ、同時に重化学工業を中心とする経済建設を急速に推進す
 るための国家的な総動員体制にほかならなかったと述べた。この時期(ユ972～79年)に防衛産業政
 策が展開されるにつれ、防衛技術水準が進展し、1980年代になると、防衛技術が民生技術に移転さ
 れたという先行研究の限界を指摘した。防衛と民生では技術の性格が異なるため、移転は単純では
 ないと主張した。ところが、先行研究(呉源哲、閾晟基)では、防衛技術の進展とその技術の移転
 によって民生技術が進歩したと述べているが、むしろ防衛技術を優先したため、民生技術水準や科
 学技術政策にひずみが生じたと指摘した。
 第9章終章
 以上、韓国の科学技術政策を、韓日米三国の動きに留意し、歴史的に検討し、その特質を明らか
 にしてきた。本論文で明らかにしたように、朝鮮戦争後、国際情勢の変貌を機に韓日米同盟関係が
 成立して以来、韓国のあらゆる分野に日米の影響が注ぎ込まれてきている。アメリカの経済援助を
 はじめ、日米の借款提供、日本の請求権資金の提供、韓日米の産業内分業、韓米原子力協定、アメ
 リカの教育援助、韓国人の日米への留学、そして防衛・鉄鋼産業への支援など、日米の影響は計り
 知れないほどであった。このような過程のなかで韓国政府は、工業化による経済発展を目指し、経
 済成長戦略の一一環として科学技術政策を展開してきた。
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 韓国の科学技術体制のシンボルとして存在していた原子力院の設立は、アメリカの世界戦略と韓
 国政府の思惑が異なって展開した。ところが、韓米原子力協定を契機として始まったともいえる韓
 国人留学生のアメリカ派遣は原子力事業では大きな役割を果たすことができなかったとはいえ、そ
 の後のKISTの設立と運営に当時の留学生が科学技術者として大いに貢献したのである。しかし、
 韓国は教育、経済、社会面においてアメリカヘの依存が進み、アメリカに偏った留学形態が今日に至
 っている。韓国の教育制度改善、経済・社会発展に果たしたアメリカ留学経験者の役割は少なくな
 い。韓国の大学は教授陣の大半がアメリカ留学経験者で構成され、これらの影響を強く受け、最近
 になっても博士課程の空洞化現象、アメリカ早期留学ブームが収まらない。これらの問題を解消す
 るためには、一国の教育体制を総合的・多様な形で位置づけていく留学制度がとられる必要がある。
 1970～80年代に限らず、韓国の主な輸出産業が資本財と中間財の大半を日本から調達しなければ
 ならない貿易構造を持っているため、依然として対日貿易収支の赤字が続いている。この現象の実
 態を本論文では、鉄鋼産業と防衛産業を事例として検討し、韓日米三国関係のなかで鉄鋼産業と防
 衛産業がともに技術的な自立ができなかったことを示した。第3章で検討した韓日米三国のr産業
 内分業」を媒介とする三国間の貿易構造にその要因がある。つまり、日米の利益優先の構造の中で、
 しかも韓国政府が最終製品の生産や輸出にのみ固執し、革新的技術を日米に依存したため、革新技
 術の自主開発が遅れるという韓国の科学技術政策の歪みが生じたと指摘した。
 このような実態は防衛産業政策の展開過程でも現れる。第8章の3-3項でみたが、韓国内では
 兵器生産の骨格となる革新的技術による生産が行われず、そのかわりそれは日米等の先進国から輸
 入したため、防衛産業における基盤技術が形成されず、工作機械をはじめとする中間財を日米に依
 存した形で韓国の防衛産業が成り立つこととなった。つまり、韓国の防衛産業は基盤技術や革新部
 品を日米に依存しながら、安い労働力と国家資本を投入し在来式基本兵器の生産をようやく実現し
 えたといってよい状況だったのである。
 以上のことをふまえて韓国の科学技術政策と韓国の技術をみてみよう。韓国の技術は、先進国あ
 るいは先進企業から導入した技術を改良する過程で技術力が蓄積され、その蓄積された技術力を基
 に技術開発の成果があらわれた。極論するとわずか一・一部門の先端分野(半導体メモリ分野)で先導
 的な技術開発の成果がみられるものの、韓国の技術水準は先進国と比べて低い状態にあることは否
 定できず、自主開発を科学技術政策の一一一つの戦略となしえなかったために限られた狭い分野での成
 果にとどまっているといえる。つまり、韓国の科学技術政策があくまでも経済政策、防衛産業政策
 の一環としてとられたため、r成長・安定・均衡」の三大基調のもとでの安定した経済成長を目標
 とした第3次経済開発5ヵ年計画がr重化学工業化宣言」の浮上とともに否定・修正され、結果と
 して韓国の技術水準が限られた狭い分野での成果にとどまっている一一つの要因になったと指摘でき
 る。というのは、防衛産業を含む重化学工業化政策が当初の目標を達成したとはいえ、1960年代の
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 経済成長戦略から発生した諸問題を根本的に修正せず、単に重化学工業化という主要目標だけを取
 り替えて成長戦略を推進したため、自主開発を科学技術政策の一つの戦略として受け入れられなか
 ったのは当然のことであった。さらに、国内分業体制が整わないまま単純に重化学工業を高度化し
 て、輸出を増大することに力点を置いていたため、国内分業との有機的連関がないままに国際分業
 体制に編入され、結果的に労働集約的組立加工型の重化学工業製品を輸出することに終始した。そ
 の結果、基本設計、素材、中核部品を日米に頼る構造的問題が生じ、科学技術政策の歪みを生んだ
 だけではなく、第3章で述べた貿易収支の赤字問題にまでつながる有様となった。つまり、当時の
 韓国の政策立案著たちは、最終製品の生産・輸出が増加しても、それが技術水準の上昇を意味する
 とは限らないということを忘却していたのである。
 表1は、技術規模指数を利用して測定した韓国産業の技術水準を示し、主要国家と比較したもの
 である。アメリカを!00として、総合指数は1970年代の前半には0.61から1990年代前半には8.86に
 増加し、特許登録数もig70年代前半には0.34から1990年代前半にはio.34に大きく増加した。この
 ことから先進国との技術力格差はまだ依然として大きいものの、徐々にその差が縮まっていること
 がわかる。しかし、表2のように各産業別の技術水準は基本設計、素材、中核部品などの生産のた
 めの基盤的技術は先進国水準に比べて低い水準である。たとえば、半導体の場合、高度な設計を要
 する非メモリ分野の技術水準は脆弱であり、メモリ分野においても組立技術水準は世界に誇れるも
 のの、半導体産業が技術集約型産業であるにもかかわらず、半導体製造装置の国産化率が!0%水準
 に過ぎず(1995年現在)、その装置を日米および欧州国に頼らざるを得ないという根本的問題にさ
 らされている。また、韓国半導体企業における半導体製造コストのうち、支払ロイヤリティの割合
 が14、7%にも上っている(1995年現在)のに対し、台湾の半導体企業の場合は0.4%に過ぎない。
 つまり、冷戦期における韓国の科学技術政策がアメリカのアジア戦略の変化を機に、維新体制化の
 半強制的な経済政策(重化学工業化。防衛政策)の推進の流れに巻き込まれてしまい、そのため基
 盤的技術を自主開発することができず、その結果、韓国の科学技術水準が一定の水準にとどまった
 と指摘できる。こういつた問題を克服するために1990年代には「特定の分野では世界一流水準の技
 術を確保する」というG7プロジェクトなどの大型国家研究事業が実施されてきているが、その目
 標達成には疑問点が多く存在している。
 東西冷戦期において韓国は、韓日米三国関係の特性のなかでかつての農業中心社会を製造業、重
 工業中心の社会へと急激に変え、ある時期までには驚くほどの経済成長を成し遂げたのは事実であ
 る。しかし、科学技術政策が総合的な成果をあげられず、自主開発による革新技術が生み出されな
 い結果となった。なぜ韓国は革新技術の開発が生まれにくい現状になっているのか。本論'文で検討
 したように、その最大の要因は産業技術に偏重した韓国の科学技術政策であった。韓国の科学技術
 政策は基礎研究の重要性を認識しておらず、基礎科学研究より応用科学、つまり産業技術研究に重
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y 点を置いたもので、その成果は1970～80年代には高度経済成長に結びついた。しかしながら、革新
 技術の開発をするには、産業技術開発を経済発展とつなげようとした1960～70年代の考え方から脱
 却しなければならない。基礎科学研究は経済成長に直接的な成果を与えにくいが、間接的な効果は
 科学技術・経済成長にも深い関連があるということを韓国の社会全体が認識した■ヒで、基礎科学に
 対する教育、投資、設備などのr総合的な基礎科学振興計画」を提示すべきであろう。また、政策
 立案者たちの基礎一科学研究を軽視する発言などを払拭し、客1観的な.立場から政策を立案する必要が
 ある。そして、留学政策を含む諸政策において日米一辺倒に傾かず、総合的かつ多様な形での科学
 枝術政策を樹立・遂行していく必要がある。特に、中小企業育成政策に力点を置き、革新的技術を
 生み出せる中小企業を育てる必要があることを強調しておきたい。
 表1韓国の技術規模指数と国際比較
   区分国別指数(総合)
        特許登録件数(件)1(指数)技術貿易額徳万$)i(指数)製造業総付加価値額(百万$)i脂翻技術集約製品輸出額(百万$)1(指数)韓国日本ドイツフランス
         70年代前半1247、O.34:10,16,0.32一2,626:0.72:335、i.050.6145.6345.9529.41
         70年代後半60810.951195.24・!、671ユ24:2.111■2,002:2・781.8851.4049.2731.05
         80年代前半12,i69・3.5011152,48・2.23123812.78=一7,31216.1113.6662.2341.8428.97
         80年代後半2,528:3.17568.8215.3954214.7219,505:12.106.3474.2653.8631.24
         90年代前半!9,660:10.34…i,050.00:4、85…ユ,07818.27:28.742:工L998.8668.2047.3230.46
 注=1)各指数は米国を100とした相対的な数値である.2)技術規模指数二1/4(特許登録数指数+技術貿易額指数+製造業総付加価値
 額指数+技術集約製品輸出額指数).3)各資料数値は5年間の平均値であり,1990年代前半数値は1990と1991年の平均値である.
 資料:韓国産業技術振興協会『世創フ1含則利(産業技術白書)』1993,1994・より作成.
 表2韓国における主要産業別の展望と競争力・技術水準
     産業区分上999年2005年予想備考
     繊維生産(10億Won)輸出(億ドル)世界市場占有率%(位)35,10017i5.5(4位)43,471206→1人当たり生産性:日本の50～80%標準化・デザイン:先進国の50～60%新素材・製品開発:先進国の70%
     鉄鋼生産(100万トン)輸出(100万トン)世界市場占有率%(位)4113.95.2(2位)43.812.3一1人当たり生産量=世界最高品質:日本と同等あるいは多少劣位物n貨10%切り上げすると輸出宙価6%上昇
     石油化学生産(iOOOトン)輸出(iOOOトン)世界市場占有率%(位)工4,5956,2785.L〔3位)15,580一→価格競争力:産油国より多少劣位,西ヨーロッパより多少優位汎用製品の生産技術:先進国の80～90%
     一般機械生産(10億、1'on)輸出〔億ドル)世界市場占有率%32,00078i.461,000170一設計技術:先進国の30～40%基盤技術=先進国の50～70%工場自動化設備の国産化率=50%水準
     自動車生産(1000台)輸出〔1000台)世界市場占有率(位)2,8391,510(7位)3,6501,9405位価格競争力:米国市場で日本車より多少優位1人当たり生産性(27台);日本(41台)
     造船生産〔万GT)輸出(万GT)世界市場占有率%9489G240.992073035～40デザイン・標準化劇本の85%水準円/ドルi%上昇すると輸出1.47%減少
     半導体生産(億ドル)輸出(億ドル)世界市場占有率(位)2iO203(3位)435414一DRAl,1(メモリ)技術水準二世界最高非メモリ技術水準:脆弱*世界市場の79%が非メモリ分野(1999)
 資料二韓国産業技術振興協会,『慢暫フ1含嬰刈(産業技術白書)』,2000,p.17.
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k 論文審査結果の要旨
 本論文は第2次世界大戦以降の韓国科学技術政策の特質を解明したものである。論文では韓国の
 経済・社会は日本とアメリカの強い影響力のドに成長してきたことを科学技術政策、理工系教育、
 産業・経済政策そして防衛産業の歴史的経緯から明らかにしており、現在韓国が抱えている諸問題
 を指摘し、今後の科学技術政策の展望を示している。
 第1章では韓国の科学技術政策を歴史的に考察するにあたって、まず、韓国に大きな影響を及ぼ
 してきた日米両国との関係を明らかにする必要性を論じている。
 第2章では韓国がアメリカの世界戦略の一一一'環として位置づけられ、軍事的介入を受けてきたこと
 と、日本からの有償、無償の援助が韓国の経済発展に大きな役割を果たしてきたと論じている。
 第3章では韓国経済の歴史的過程を韓日米三国間の相互関係の視点から、経済発展の特徴と問題
 点を整理している。
 第4章では韓国の科学技術体制の初期の成立過程を原子力院の設立および原子力協定におけるア
 メリカとの関係を膨大な資料に基づいて分析している。
 第5章では韓国科学技術研究所(K工ST)が韓国の科学技術政策を推進し、韓国経済発展に大き
 く貢献したが、それは自然科学の発展や基礎科学研究に役立つものではなかったと指摘した。
 第6章では1960年代以降の韓国の高度経済成長を支え、工業化を促進した要因として、科学技術
 系人材育成を養成した教育制度と海外留学制度をとりあげ、それらの特徴や問題点を詳細に論じて
 いる。
 第7章で浦項製鉄所建設に至る過程を歴史的に検証し、韓国の粗鋼生産量は2004年に世界第5位
 の生産国となったが、高級鋼等を生産する最先端技術が遅れているのは技術革新を日米に依存して
 きた技術政策の誤りにあるとしている。
 第8章では防衛技術と民生技術の進歩について述べ、韓国では防衛技術を優先させてきたために
 民生技術水準を低くさせたと指摘した。
 第9章ではこれまでの韓国における科学技術政策を振り返り、現状における先端技術水準は先進
 国と比べて低いレベルにあると指摘した。この要因は韓国の科学技術政策は基礎研究の重要性を認
 識せずに、大量生産をめざす産業技術に重点を置いてきたためであり、今後、革新的技術開発のた
 めには基礎科学技術研究を重視した政策に転換すべきであると主張している。
 以上は膨大な実証的資料に基づいてまとめられており、説得力のある優れた論文であると評価で
 きる。
 よって、本論文は自立して研究活動を行ううえで必要な高度の研究能力と学識を有することを示
 しており、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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